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救急安心センターひょうご救急医療電話相談利用規約

第１条 救急安心センターひょうごの目的

救急安心センターひょうご運営委員会（以下、「委員会」という）が設置する救急

安心センターひょうご(以下、「センター」という)は、急な病気や怪我をした兵庫

県民及び兵庫県域に所在する方が、兵庫県内の受診可能な医療機関に関する情報を

知りたいときや、現在起きている症状に対して「医療機関を受診したほう良いか」

「救急車を呼ぶべきか」と迷ったときに、ご自身による判断の一助となることを目

的として運用します。

第２条 規約の適用と変更

１．センターは、救急安心センターひょうご救急医療電話相談利用規約（以下、「本

規約」という）に基づき電話相談を行います。

２．委員会は、本規約の内容を予告なしに変更する場合があります。この場合、変

更内容及び変更日を委員会事務局のホームページに掲載します。

第３条 救急安心センターひょうごの運用

１．センターは、電話相談を無料で行います。ただし、通話料は相談者の負担とな

ります。

２．電話相談では、利用者のご希望に応じて医療機関の案内と、症状に応じた緊急

度の判定を行います。服薬や治療方針、応急処置の方法、介護・育児・健康相談等

には対応しません。

３．電話相談は、年中無休２４時間体制で行います。

４．天災、事変、その他の非常事態が発生し、もしくは発生のおそれがある場合、

又はセンターが設置する電気通信設備の障害その他やむを得ない事由が生じた場

合、センターの判断により予告なく電話相談の提供時間を短縮、中断又は中止する

ことができるものとします。なお、委員会は電話相談の提供の中止によって生じた

一切の損害又は不利益について責任を負いません。

５．一度に対応可応な相談数には限りがあります。電話がつながらない場合にはそ

のままお待ち頂くか、緊急を要する可能性があれば１１９番通報により救急車を要

請してください。

６．電話相談では、看護師又は救急救命士による相談員と、その他の受付員が対応

に当たります。相談員や受付員を指名することはできません。
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７．相談内容を正確にお受けし、サービスの向上や対応の検証に活用するため、原

則相談内容は録音させていただきます。

第４条 医療機関の案内

１．医療機関案内では、医療情報ネット（ナビイ）を活用し、その時間帯に通常診

療可能として登録されている医療機関を案内します。

２．案内した医療機関であっても、急病患者の対応中などで実際には診療がすぐに

受けられない場合もありますので、利用者において受診前に必ず医療機関へ直接確

認してください。

第５条 緊急度の判定

１．緊急度の判定は、総務省消防庁の「救急業務のあり方に関する検討会」におい

て策定された『緊急度判定プロトコル』を参考に運用します。

２．緊急度の判定は、所定の研修を受けた相談員が行います。緊急度の判定に疑義

等が生じた場合は、その都度、オンコール体制により医師の助言を受け対応します。

３．緊急度の判定は、診療行為を伴わずに行う一般的な助言の範囲内のものであり、

安全のために緊急度が低い症例を高く見積もること（オーバートリアージ）を許容

するものとします。

４．緊急度の判定結果は、実際に救急車を要請した際の救急隊の現場における判断

とは異なることがあります。異なる場合には救急隊の判断を優先させてください。

５．救急車による搬送が適切と判断した場合、利用者の同意を得たうえで切電せず

相談者が所在するエリアの消防本部への電話転送を勧めることがあります。この場

合には、対象者の氏名、年齢、性別、住所又は所在地、電話番号をお尋ねしてから

転送します。

６．消防本部へ電話転送した場合、消防本部でセンターから伝えた情報を再度確認

し、さらに救急出動に必要とする情報をお尋ねすることがあります。

７．センターから消防本部へ転送の際、回線の状態等により回線が切断された場合

は、相談者ご自身により１１９番へ電話してください。なお、委員会は回線の途中

切断によって生じた損害又は不利益について責任を負いません。

第６条 業務の妨害

利用者は虚偽の相談その他電話相談の運営を妨げる行為を行ってはなりません。こ

れらの行為を行う利用者に対しては、現場監督者の判断で通話を打ち切る等、適正

に対処するものとします。
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第７条 個人情報の保護

１．相談は匿名で行うことができますが、利用者に個人情報をお尋ねすることがあ

ります。

２．相談員に対し任意に提供いただいた個人情報は、電話相談の目的にのみ利用し、

適切に管理いたします。

３．提供いただいた個人情報は、当事者の同意無く第三者に提供することはありま

せん。ただし、自殺予告その他自傷他害の恐れがあると判断した場合など、緊急の

処置を要する場合その他法令の定めによる場合は、関係機関へ情報を提供すること

があります。

第８条 免責事項

１．救急相談は、内容に関して正確を期するよう、最新の情報に基づいて最善の努

力を払っています。しかし、電話相談における医療機関案内では、事前に把握して

いる開院情報が医療機関の都合により変更されている可能性もあること、また、緊

急度判定結果は、検査や診察を行わず、電話越しでの問診にのみ頼る相談事業であ

ることから、相談内容がすべての時点において正確かつ完全であると保証するもの

ではありません。このため、利用者は相談内容を参考に、自己の責任において医療

機関の受診や救急車の利用を判断してください。

２．電話相談の利用により利用者にとって何らかの不都合、不利益が発生し、又は

被害を被った場合でも、委員会はその責任を負いかねますので、予めご了承くださ

い。

第９条 準拠法及び裁判管轄

電話相談の利用における本規約の解釈及び適用は、日本国の法律に準拠するものと

します。電話相談に関する一切の紛争については、神戸地方裁判所を第一審の専属

的な合意管轄裁判所とします。


